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1．はじめに

　「建設技術審査証明事業」は、民間企業が自主的に研究・

開発した新技術について、権威ある学識経験者等により構

成される委員会にて技術審査を行い、その結果を客観的に

証明して普及に努める事業です。

　本事業は、建設技術審査証明協議会の会員が実施してお

り、JICE は「道路、河川、海岸等の土木施設の構築、撤去、

管理に係わる施工技術」を対象とする「建設技術審査証明

事業（一般土木工法）」を実施しています。

　ここでは、平成 24 年度に JICE が審査証明書を交付し

た「KS-EGG工法」、「STEP工法」、「パワーブレンダー

工法」及び「小径NSエコパイル」について紹介すると

ともに、JICE が事務局を務める建設技術審査証明協議会

が開催した「平成 25 年度 建設技術審査証明新技術展示会」

について報告します。

2．審査証明書交付技術の紹介

2. 1　ＫＳ－ＥＧＧ工法

（1）依頼者

あおみ建設株式会社

（2）技術概要

　KS-EGG（KS-Eco l og i ca l  Gen t l e  Geo -

Improvement）工法は、緩い砂質地盤に回転駆動装置と

押込みウィンチを組み合わせた回転貫入装置により、ケー

シングパイプの静的貫入を行い、パイル材の排出・打戻し・

拡径によって締固めた杭を造成することで、原地盤を静的

に締固める地盤改良工法です。

　本工法の特徴である掘削・拡径ヘッドは、貫入抵抗を低

減し、側面方向への締固め効果を発揮するために以下の特

徴を有しています（図 2-1 参照）。

①ヘッド先端の削孔用の掘削ビットにより掘削する。

②掘削・攪乱した掘削土をヘッド側面に連続的に揚土させ

る。

③円錐状の成形ローラにより側方に押付ける。

（3）開発目標

①砂質地盤に適用した場合の地盤の締固め効果は、振動式

SCP工法と同等程度であること。

②低振動・低騒音が求められる環境下で施工が可能なこと。

図 2-1　ＫＳ－ＥＧＧ工法の概要
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（4）審査証明書の交付

　平成 25 年 3 月 31 日付の更新においては、当初の技術内

容の部分的な変更として、同芯タイプの掘削径として従来

の 520mmのほかに 400mmの仕様を追加し、また、サン

ドコンパクションパイル工法の改良仕様の設定方法として

方法Dが最新となっている現状を踏まえ、改良仕様の設

定方法として従来の方法Cに加えて方法Dを追加してい

ます。なお、審査証明書の有効期限は、平成 30 年 3 月 30

日です。

2. 2　ＳＴＥＰ工法

（1）依頼者

株式会社熊谷組

日本海工株式会社

（2）技術概要

　STEP 工法（Screw Torsion-Environmental 

Compaction Pile Method）は、低振動、低騒音で緩い

砂質地盤中に拡径、締め固めされた杭を造成し、地盤の密

度増大を図る地盤改良工法です。本工法により、ケーシン

グパイプ内に装備した独立駆動するインナースクリュー

と、その先端側面から噴射する間欠エアーを併用して、イ

ンナースクリューの回転トルクを作用させつつケーシング

パイプ内の材料（砂、リサイクル砂、再生砕石等）を強制

排出することで、確実に締固め杭を造成します（図 2-2 参

照）。

（3）開発目標

①確実に締固め杭が造成できること。

②改良後の杭間強度が “振動式サンドコンパクションパイ

ル工法の改良仕様の設定方法 ”に基づく杭間計算Ｎ値と

同等程度であること。

③騒音・振動規制法上の制約を受ける現場で、施工が可能

な程度に騒音・振動レベルが低いこと。

（4）審査証明書の交付

　平成 25 年 1 月 21 日付の更新においては、当初の技術内

容の部分的な変更として、サンドコンパクションパイル工

法の改良仕様の設定方法として、従来の方法Cに加えて

方法Dによる計算結果を追加しています。なお、審査証

明書の有効期限は、平成 30 年 1 月 20 日です。

2. 3　パワーブレンダー工法［スラリー噴射方式］

（1）依頼者

株式会社加藤建設    麻生フオームクリート株式会社

株式会社ソイルテクニカ    太平商工株式会社

日特建設株式会社    株式会社大阪防水建設社

ケミカルグラウト株式会社  東興ジオテック株式会社

本間技建株式会社    菱建基礎株式会社

（2）技術概要

　パワーブレンダー工法は、原位置土とセメント、セメン

ト系固化材等の改良材に水を加えたスラリー（改良材スラ

リー）を鉛直に撹拌混合して改良体を造成する地盤改良工

法です。　改良体は、バックホウを改造したべ一スマシン

のアーム先端にトレンチャー式撹拌混合機（トレンチャー）

を装備したコンパクトな地盤改良機械を用い、原位置土と

トレンチャーの先端より噴射する改良材スラリーを撹拌翼

で鉛直に撹拌混合して造成します（図 2-3 参照）。

（3）開発目標

①原地盤が互層地盤であっても、改良深度全域において連

続した均質な改良体の造成ができること。

②改良体の造成に伴う周辺地盤への影響が少なく、低振動・

低騒音の施工ができること。

③上空制限下においても上空制限高さと同程度の改良深度

の施工ができること。

（4）審査証明書の交付

　平成 25 年 1 月 21 日付で期間延長の更新を行いました。

なお、審査証明書の有効期限は、平成 30 年 1 月 20 日です。図 2-2　ＳＴＥＰ工法の概要
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2. 4　小径ＮＳエコパイル工法

（1）依頼者

新日鉄住金エンジニアリング株式会社

（2）技術概要

　小径NSエコパイル工法は、杭先端部に螺旋状の羽根

を取り付けた開端鋼管杭（先端羽根付杭）に、回転力を与

えることにより施工を行う回転圧入鋼管杭工法であり、杭

先端羽根の拡底効果により、従来の鋼管杭に比べると、大

きな押込み支持力並びに引抜き抵抗力が得られます（図

2-4 参照）。

　また、コンパクトな重機を用いて、無排土かつ低騒音・

低振動での施工が可能であるとともに、施工時の回転トル

クをリアルタイムに計測することで杭先端が支持層へ到達

していることを確認することができることなど、信頼性の

高い施工が可能です。

（3）開発目標

①杭先端に羽根を取付け、支持層まで回転圧入することに

より、先端に羽根の付いた小径回転圧入鋼管杭として所

定の先端の押込み支持力と引抜き抵抗力が期待できるこ

と。

②無排土で施工でき、施工時に生じる騒音、振動が、規制

法の基準値を満たすこと。

③施工時に計測する回転トルクデータと近傍の地盤調査結

果を照合することで、支持層への到達が確認できること。

（4）審査証明書の交付

　平成 25 年 1 月 21 日付で期間延長の更新を行いました。

なお、審査証明書の有効期限は、平成 30 年 1 月 20 日です。

3．平成 25 年度建設技術審査証明新技術展示会

3. 1　建設技術審査証明 新技術展示会

　「建設技術審査証明 新技術展示会」は、建設技術審査証

明協議会の普及活動の一環として、年１回展示会形式にて

技術報告会を開催しているものです。建設技術審査証明協

議会の会員が実施する建設技術審査証明事業により審査証

明書を交付した優れた建設技術を対象として、民間におけ

る建設技術の研究開発のさらなる促進及び新技術の適正な

利用方法を広く紹介することを目的としています。

3. 2　実施主体

主　催：建設技術審査証明協議会【事務局：JICE】

後　援：国土交通省、土木研究所、建築研究所、土木学会、

全日本建設技術協会、日本下水道協会、建設コン

サルタンツ協会、全国建設業協会、日本建設業連

合会、全国土木施工管理技士会連合会

3. 3　参加対象

（1）対象技術

　建設技術審査証明協議会の会員が実施する建設技術審査

証明事業において、平成 24 年 8 月から平成 25 年 7 月末日

までに技術審査を終了し審査証明書を交付した民間の優れ

た建設技術を参加対象とします。

（2）参加企業

上記（1）を開発した民間法人等の内、参加を希望した者

です。

図 2-3　パワーブレンダー工法の概要

図 2-4　小径ＮＳエコパイル工法の概要
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3. 4　開催日時

　平成 25 年 10 月 2 日（水）　12:00 ～ 17:30

3. 5　開催会場

　イイノホール　（ホールホワイエ）

　東京都千代田区内幸町 2-1-1

3. 6　技術展示会の内容

　上記（1）の対象技術の内、参加を希望された企業で開

発された 25 件の新技術の技術紹介を行いました（表 3-1

参照）。

　今年度の新技術展示会は（一財）先端建設技術センター

の先端建設委術セミナーと同会場で行い、国土交通省、地

方公共団体、建設会社、建設コンサルタント等から約 150

名の方々のご来場をいただき、技術開発者との間で活発な

意見交換がなされました（写真 3-1 及び 3-2 参照）。

写真 3-1　新技術展示会の状況① 写真 3-2　新技術展示会の状況②

表 3-1　平成 25 年度新技術展示会における発表技術


